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I . はじめに
2009年 5月，裁判員制度がスタートした。 2004年 5月制定の裁判員法により
設置されたこの制度は，戦後はじめて，刑事裁判に国民を直接参加させる企て
となった。刑事司法参加は，戦前には陪審制という形で存在したが，戦時中に
停止となり，終戦後も復活されることはなかった。復活を求める声がなかった
わけではないが，議論は低調だった。しかし，終戦から半世紀が経った1999年
に，司法の問題を包括的に審議する場として司法制度改革審議会（改革審）が
設置されると，潮目は変わった。改革審は，国民の司法参加を審議テーマの 1
つに加え，それを「裁判員制度」として提示した。そして，改革審の後を継い
だ司法制度改革推進本部の下での審議や政党間・政党内協議を経て， 2004年，
裁判員法が成立した。内閣による裁判官の任命や最高裁裁判官の国民審査を除
いて，国民との間につながりを持たなかった司法部で，国民の直接参加が実現
されたことになる。
裁判員制度の意義としては様々なものが指摘されている。刑事司法に対する
影響としては，直接主義・ロ頭主義の強化や捜査手続きの運用の改善などの可
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能性が示唆されている］）。 また，裁判員制度には政治的・社会的な役割も期待
される。改革審の言葉を借りれば，それは裁判官と国民とのコミュニケーショ
ンを通じて司法に対する理解・信頼の強化を促すだけでなく，国民の側での統
治主体意識ないし公共意識の酸成にも資するかもしれない。三谷太一郎は，司
法参加は「司法制度改革の問題を超えて，政治改革の問題であるというべきで
あろう」とし，「司法制度をいかに変えるかという問題は，デモクラシーの質
をいかに高めるかという問題と深く関連している」2) と論じている。
裁判員制度はどのような過程を経て誕生したのか。本稿が取り組むのは，根
本的にはこの問いである。上記のような様々な含意を有する裁判員制度に関し
ては，これまで数多くの研究が積み重ねられてきた。中でも，裁判員制度の立
法過程を分析したものとして，谷勝宏と柳瀬昇の研究が挙げられる。谷勝宏は，
特に推進本部設置以降の過程に着目しながら，与党内や連立与党間での調整過
程や与野党間の法案審議過程を通じた政策学習が，裁判官と裁判員の協働の制
度としての裁判員制度の理念を浸透させ，アクター間の対立を協調へと転換さ
せ，裁判員法の可決へと導いたとしている叫 柳瀬昇は，立法過程を改革審，
推進本部検討会，国会の 3つのステージに分けて詳述し，各ステージにおける
主要な論点を整理した上で，討議民主主義理論の見地から，「公共的討議の場」
「陶冶の企て」としての裁判員制度を検討している見
こうした先行研究は，改革審の設置前後から裁判員法の成立に至るまでの過
程を緻密に描いたものであり，本稿の分析を進める上でも参考にすべきもので
ある。しかし，本稿は同時に，先行研究が与件にしている 1つのポイントにも
注目したい。すなわち，司法参加はどのようにして政治的なアジェンダとなっ
たのだろうか。陪審制研究者やジャーナリストが示唆しているように見改革
審設置の時期においても，現実に司法参加が実現されるだろうという見通しが
1) 後藤 (2011)参照。
2) 三谷 (2001: 25)。
3) 谷 (2004)参照。
4) 柳瀬 (2009)参照。
5) 鯰越 (2004: i), 丸田 (2004: 192-193), 米沢 (1998: 222)参照。
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一般的に広がっていなかったとすれば，これは重要な問いとなる。裁判員制度
は，制度導入の要求が社会大に広がった結果として実現されたものとも考えが
たい。それでは，司法参加はどのようにして政策過程において取り上げられる
ようになったのか。
論者によって分け方は異なるものの，アジェンダはいくつかの種類に分けら
れる。詳細は第2章で述べることとするが，たとえば，あるイシューについて
政治的に取り組む必要性が社会的に捉えられるようになれば，それはシステ
ミックアジェンダと呼ばれる。また，政策形成者がそうした問題を認識するよ
うになれば，それは制度的アジェンダになるとされる。これらの用語を使えば，
司法参加はどのようにして制度的アジェンダになったのか，が本稿の第一の問
いとなる。しかし，あるイシューが政治レベルにおいて取り扱われるように
なったとしても，それは最終的な政策決定を含意するものではない。検討の結
果行動しないという選択も想定されうる。従って，制度的アジェンダとなった
イシューがどのように，解決法と結びつけられ，政策決定へとたどりつくのか，
も同じく重要な問いである。本稿は，これら 2つの問いに対する回答を模索す
ることで，裁判員制度はどのような過程を経て誕生したのかという上述の問い
に答えようとするものである。
I . 分析枠組み
1. アジェンダ・セッティングの定義
政策過程分析ではしばしば，アジェンダ・セッティングにはじまり，政策
形成，政策決定，政策実施，政策評価，そしてフィードバック（時に政策終
了）へと続く，ステージモデルが念頭に置かれる。実際の政策過程はそのよ
うに整然とした順序で進むわけではないかもしれないが，それでも現実の過
程を理解するための手引きとして，このモデルは有用であろう 。アジェンダ・
セッティングは，こうした政策過程の諸段階のうち，始点に位置づけられて
いる。
先行研究を概観したトーマス・バークランドによると，アジェンダとは，
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「問題群，原因の理解，シンボル，解決法，およびその他の， 一般大衆や政府
当局者の注目を得るようになる公共的問題の諸要素」6)である。そして，ア
ジェンダ・セッティングは，「問題と代替的解決法が一般大衆やエリートの注
目を得る，または失う過程」7) として理解される。
先行研究によると，アジェンダにはいくつかのレベルあるいは分類が存在す
る。中でも，アジェンダ・セッティングの代表的研究と言えるコブとエルダー
の著作では，それは「公的アジェンダ」あるいは「システミックアジェンダ」
と，「公式アジェンダ」あるいは「制度的アジェンダ」の 2つに分けられてい
る。彼らによれば，前者は「政治コミュニティのメンバーによって，公的注目
に値すると，また既存の政府当局の正統な管轄内に収まる問題を伴うと共通し
て認識されているあらゆるイシューから構成される」8)。一方，後者は「明示
的にアクティブかつ真剣な権威的決定作成者の考察の候補となっているアイテ
ム集合」9)とされる。少なくとも「政府行動を必要とする問題があることを
リーダーが知っていて，たとえ問題の公式の認知にすぎなくとも，なんらかの
タイプの反応を行う」10)ことが求められる。
2. 権威的アクター
本稿の第一の問いは，上述のように，司法参加イシューがどのように政治の
場でアジェンダと見なされるようになったのか，である。すなわち，コブとエ
ルダーの言葉を用いれば， どのように制度的アジェンダになったのかが問題に
なる。イシューが制度的アジェンダになるのは，それに対する政治的対応の必
要性が権威的な決定作成者によって認識されたときである。それでは，権威的
アクターとは誰なのだろうか。コブとエルダーは，「地方，、fl-I,あるいは国レ
ベルのあらゆる政府機関の前にあるすべてのアイテム集合が，制度的アジェン
6) Birkland (2007 : 63). 
7) Birkland (2007 : 63). 
8) Cobb and Elder (1972 : 85). 
9) Cobb and Elder (1972 : 86). 
10) Cobb and Elder (1972 : 152). 
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ダを構成するだろう」1)と述べ，政治リーダーや政党，メデイアを「制度的門
番」として挙げているが，この点をより明確にするために，「権威的アクター」
を制度的観点から捉え直したい。
ここではバウムガートナーとジョーンズの「政策の場」概念を手がかりにし
たい。政策の場とは「所与のイシューについて権威的な決定がなされる制度的
な場所」12)で，ここでいう制度とは憲法をはじめとするフォーマルなルールと
歴史的に形成されだ慣習のようなインフォーマルなルールの両方をさす。一方，
権威的とは，彼らは必ずしも明確にしていないが，当該アクターによる判断や
選択が等閑視されないことが制度的に担保されているような状態をさすことと
する 13)。政策の場は，国，地方，あるいは国際レベルにわたって複数存在する
かもしれない。本稿は事例の性格上，国レベルに焦点を当てるが，同じレベル
においても政策の場は複数存在しうる。たとえば，たばこの問題は，農業関係，
健康関係，財政関係のアリーナにおいて取り扱われるかもしれないし，そうし
たアリーナは立法部門にも行政部門にも存在しうる。そして，たばこの問題を，
農業関係の場が農家の生活，健康関係の場が喫煙の健康への影響，財政関係の
場が税収の観点から関心を向けるというように，異なる政策の場には異なる関
心の対象，あるいは「政策イメージ」が存在する。従って，ある場では通用し
ない主張が別の場では受け入れられるということもありうる。
政策の場は，慣習を含めたフォーマル，インフォーマルな制度によって規定
されるため，その政策過程上の位置や数は政治システムによって異なる。ここ
では，本稿の対象とする時期に存在した，自民党を中心とする政権の場合につ
いて， 一般論的な視座から考えてみたい14)。まず，内閣提出法案の場合，立法
過程の始点は省庁にある。法案作成を担当するのは官僚である。その契機とな
りうるのは，様々な指標の変化，重大な出来事の発生，与党や政府内部の政治
11) Cobb and Elder (1972 : 86). 
12) Baumgartner and Jones (2009 : 32). 
13) Timmermans (2001 : 314)参照。
14) 以下の記述は中島 (2007),早川・内海・田丸・大山 (2004)を参考にしている。
- 349 - (1121) 
関法第62巻第3号
家からの指示や要求，利益集団からの情報や働きかけ，判決などである。その
後，審議会などでの検討，省庁内部での調整を経て，原案が作成され，続いて
与党や他省庁との調整，内閣法制局による審査にかけられる。これらを経た上
で，法案は閣議決定され，国会へと提出される。そして，提出法案は両院で可
決されると法律となる。
誰が制度的アジェンダの設定を行う権威的なアクターあるいは場であるかと
いう問いを，誰が立法の契機を与え，当該イシューを政府の課題リストに加え
ることができるかと言い換えるならば，以上の概観に従えば，それは官僚と与
党および政府内部の政治家ということになる。利益集団などは，それらのアク
ターヘの働きかけによってアジェンダ・セッティングに関与することはできる
が，必ずしも権威的とまでは言えないだろう。審議会は，アジェンダ・セッ
ティングに貢献する場合もありうるが， しばしば指摘されるようにその機能が
専門知識の供給や利害調整であるとすれば，主に政策形成の局面において役割
を果たすものと考えられる。
一方，法案作成過程の後方に位置する場やアクター， とりわけ与党の事前審
査は，すでにアジェンダ・セッティングという段階にはないが，よりネガティ
ブな力，すなわち拒否権を行使することができる。言い換えれば，与党事前審
査は，イマーガットの言う「拒否点」を構成しうる15)。事前審査は，本稿が対
象とする連立政権の時期には，与党内協議（自民党の場合は政務調査会部会→
政務調査会審議会→総務会）と連立与党間協議（与党政策責任者会議）の両方
を含み，「法案を始め主要な政策の生殺与奪の権を握っていると言っても過言
ではない」16)とされている。とはいえ，法案提出の直前の段階において，これ
らの場がネガティブな権力しか行使できないわけではない。潜在的に保持する
拒否権を背景として，提示された政策・制度案の修正を迫ることもできよう。
以上の検討から，本稿では，制度的アジェンダの設定の定義にある「権威的
アクター」として，官僚や与党および政府内部の政治家を想定する。あるイ
15) Immergut (1992)参照。
16) 中島 (2007: 90)。
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シューについて対応が必要であるとこれらのアクターが認識して取り上げれば，
それは制度的アジェンダと見なされる。さらに，その後の過程では，官僚や審
議会を中心に政策形成が進められ，拒否権を握る与党の事前審査が重要な障壁
を構成しうる。イマーガットが指摘するように，「政治的決定は単一時点にな
される単一の決定ではない。むしろ，それらは異なる制度的位置にある異なる
アクターによってなされる一連の決定から構成される。簡単に言えば，法の制
定にはすべての決定点での連続的な賛成票が必要になる」17)。政策決定にたど
りつくためには，この一連の過程を通過する必要がある。
3. アジェンダ・セッティングと政策形成の過程
あるイシューがアジェンダとなるためには，まずいずれかのアクターの注目
を得て，問題として認識されなければならない。上記の定義を踏まえると，社
会集団のメンバーがイシューに注目するとき，それはシステミックアジェンダ
となり，前項で同定した権威的な政治アクターが注目するとき，それは制度的
アジェンダとなる。そのとき，イシューが政治的なアジェンダとなる経路には
2つのものが想定される。つまり，社会集団の働きかけを受けて，あるいは権
威的アクター自身の問題認識などによって，制度的アジェンダの設定が実現さ
れるかもしれない。
問題や不満が現れる契機としては，指標，フォーカシング・イベントと呼ば
れる出来事そしてフィードバックが挙げられている18)。たとえば出生率や犯
罪発生件数のような指標の悪化，危機や災害，事件や判決といった人々の耳目
を集める出来事，そして既存の制度や政策運営からのフィードバックは，アク
ターに新たな問題を認識させるかもしれない。現状が変化することによって取
り組むべき問題が生じる， というのは直感的にわかりやすい。しかし，ある状
況を問題と見るか見ないかは，あるいはどのように見るかは，アクターによっ
て異なるはずである。言い換えれば，「条件」や「状況」と「問題」は異なる。
17) Immergut (1992:63). 
18) Kingdon (1995)第5章参照。
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キングダンはこの違いを以下のように説明する。「あるロビイストが述べたよ
うに，『もしあなたの手に 4本しか指がないならば，それは問題ではない。状
況である』。条件は，我々がそれについてなにかするべきであると信じるよう
になれば，問題として定義されるようになる」19)。そこで，アクターが「観察
に持ち込む価値観」20)が重要になる。たとえば，キングダンが示す例を用いれ
ば，社会内に経済格差が存在し， 一定の人々が貧困と分類されるということに
同意は存在するが，貧困は政府によって対処されるべきものだと考えるリベラ
ルはそれを問題として理解する一方，貧困は政治行動に適切な主題ではないと
信じる保守派は社会内の所得分布を単なる状況だと考えるかもしれない。つま
り，単に「現実」が変化したことで問題が浮上するという場合でも，アクター
が持つアイデイア的要因が関係する。
社会集団が問題を認識するとき，それを政治の場でアジェンダとして扱われ
るようにするためには，それが政府によって対処されるべき適切な問題である
ということについて，政治アクターを説得しなければならない。その 1つの手
段として，社会集団は問題状況を戦略的に描写することによって，政治的対応
の必要性を喚起しうる21)。一方で，キングダンは，「政治の流れ」においては，
専門家間で見られるような説得というよりも，取引や交渉によって合意が形成
される， と指摘している22)。そのように考えれば，政治アクターが説得される
というよりも，なんらかの利益の交換を通じて，アジェンダ・セッティングが
実現されるかもしれない。
また，既存のアクターの学習や取引ではな<'新しいアクターが政策過程の
中心にやってくることによって，新たな問題が取り 上げられるようになるかも
しれない。キングダンは，「政治の流れ」の展開のみによって制度的アジェン
ダの設定がもたらされる可能性を示唆している23)。たとえば，議会の党派的・
19) Kingdon (1995 : 109). 
20) Kingdon (1995 : 110). 
21) たとえば，Stone(1989)参照。
22) Kingdon (1995 : 159-162)参照。
23) Kingdon (1995 : 172-179)参照。
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イデオロギー的構成の変化，政権交代，行政内部の職員の入れ替わりといった
出来事は，既存の制度や政策を支えるものとは異なるアイデイアを有するアク
ターを政策の場へと連れてくることで，新しい問題を浮上させるかもしれない。
このように，アジェンダ・セッティングには複数の経路が想定されるのであり，
そのうちのいずれが展開されるかは実証上の課題である。
アジェンダ・セッティングは，あるイシューが政治アリーナで取り上げられ
ることを意味するものであり，必ずしも政策決定を含意するものではない。以
上で提示したアジェンダ・セッティングの経路のうち， とりわけ社会集団の働
きかけを受けて権威的なアクターがイシューを政治アリーナで取り上げるよう
な場合，社会集団が持つ問題意識がそのままアリーナヘと持ち込まれるとは限
らず，結果的に行動しないという結論が下されるかもしれない。従って，ア
ジェンダ・セッティングと問題定義は，密接に関連するが，別のものと捉えら
れるべきである24)。制度的アジェンダの段階においても，問題定義をめぐる争
いが起こりそうである。
問題定義は，ひとたび確立されれば，受け入れられる政策選択肢に対して影
響を及ぽす。メータは，問題定義が重要なのは，「ひとたびある問題定義が支
配的になれば，それはそのイシューの描写方法とは一致しない政策を排除する
から」25)だと論じる。しかし他方で，同様にメータが指摘するように，単一の
問題定義が政治アリーナにおいて支配的になったとしても，依然としてその下
で複数の制度や政策の案を構想することが可能な場合もある。特に政治レベル
では問題定義は後景に退き，むしろ解決法により焦点が当てられるとするメー
タの指摘も併せ考えるならば，そのとき，諸アクターは所与の定義の中で，で
きる限り自らにとって望ましい方向へと制度設計を引き寄せようとするだろう 。
従って，問題定義が定まったとしても，制度や政策の設計をめぐる争いが， レ
リバントなアクター間で展開されそうである。
政策形成過程においてどの問題定義や制度案が優位となるかは，様々な要因
24) Dery (2000)参照。
25) Mehta (2011 : 33). 
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により左右されうる。前述したような，イシューの描き方やフレーミングによ
る説得や交渉を通じた利益交換も見られるだろう 。しかし，より重要なのは，
前項で述べた制度的要因である。制度は，政策形成が行われる過程を構築し，
そこへの諸集団の参加を規定する。たとえば，個々の政策形成アリーナは異な
る構成を有しており，それはそこからもたらされる帰結にも違いを生み出しう
る。さらに，政策過程の中でどこにどのような拒否点が存在するかも重要であ
る。前項でも述べたように，与党事前審査は事実上の拒否権を有しており，こ
うした権限を背景に，法案の拒否ないし修正を迫ることができるだろう 。実際，
裁判員制度の事例では，制度の要点がこれらの場で政治的に決定されることと
なった。
以下では，本章で提示した分析枠組みに基づきながら，司法参加がどのよう
に制度的アジェンダになったのか，そして政策形成過程でどのような議論が交
わされて裁判員制度が成立したかを描写する。本稿の根本的な問いは裁判員制
度がどのように実現されたかであり，制度のあらゆる側面を網羅的に取り上げ
るのではなく，この問いや分析枠組みの観点から重要だと思われる点に特に焦
点を当てたい。たとえば，政策形成過程において， どのような問題定義が優勢
となり，制度案を規定するようになったのだろうか。政策過程に事実上の拒否
点として存在する与党事前審査において，裁判員制度はどのように扱われたの
だろうか。その場ではどのような問題が重視され，それはどのように解決され
たのだろうか。これらの関心を念頭に置きながら叙述を進める。
m. 司法参加のアジェンダ・セッティング
1. 戦後の司法参加制度の検討
戦前に陪審制が存在したことは知られている。1923年に制定された陪審法に
基づき， 1928年から制度はスタートし， 1942年に停止となった。戦前陪審制の
制度の詳細や経緯についてはすでに多くの文献があるため26). ここでは省略し
たい。ただし，それがなぜ定着しなかったのかという問いは，戦後の論議とも
26) たとえば，市原 (1992),利谷 (1966), 丸田 (1990),三谷 (2001)参照。
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関係する。これには諸説あり，市原靖久がまとめるところによると，制度内在
的理由として，① 陪審員の資格の限定性，② 陪審の対象事件の範囲の限定性，
③ 陪審の放棄を認めたこと，④ 陪審裁判の手続きが被告人にとって不利だっ
たこと，⑤ 陪審の更新が可能だったこと，⑥ 判決に対して控訴が許されな
かったことがあり，外在的理由として，① 時局との不適合性，② 日本人の国
民性，そして③ 法曹三者の消極性が指摘されている27¥
この中でも，長く司法参加論議を規定し，今日でも言及されるのが，国民性
論である。「国民性」という言葉の下にも様々な意味が包含されうるが， 1つ
には， 日本人は西洋諸国の人々と比べてまだ成熟していないため司法参加は時
期尚早である， という見解がある。また，関連しているが，日本人は「お上頼
り」であり，裁判官への信頼が厚く陪審貝に対する信頼が低い，という意見も
ある。陪審事件数が制度開始後の翌1929年以降，減少の一途をたどり， 1938年
ごろからはほとんど利用されなくなった後，停止になったという歴史的経緯も，
「結局のところ陪審制は日本人の国民性に合わないのではないか」という見方
を強化しているのかもしれない。たとえば，検事総長を務めた佐藤藤佐は次の
ように述べている。
戦前の司法部を民主化しなければならんというので，裁判所のほうでも，前に
一度経験のある公判の陪審法の復活が問題になりました。……しかし，これは...................... 
私など経験があるのですが， どうも日本の国民性には陪審というのは合わない。．．．．．．．．．．．．．．．．． 
つまり， 日本の国民はやっばり役人に裁判をしてもらいたい，民衆に裁判され
ることは一般に好まないというところから，おそらく戦前の陪審法はあまりは
やらなかった。……ところが司令部のほうでは，占領政策の一つとして， 日本
の司法部も少し民主化しなければいかん，それには裁判として陪審を行なうと
いうわけです。刑事ではそういう経験があるものですから，われわれは強く反........... 
対しました。「お国のように日本の民度はまだ進んでないから」というような
ことで遠慮したわけです。陪審の成り行きもわかりましたので，向こうも，そ
れでは公判の裁判についてはよそうということになりました28¥
27) 市原 (1992: 70-75)参照。
28) 佐藤・松尾• 利谷 (1978: 30-31)。傍点は筆者。野村 (1966: 244-246) も参照。
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こうして，戦後の長きにわたり，戦前陪審制の経験がポジティブに解釈され
ることはなく，「そして残されたのは，『日本には陪審制度は適しない』という
『失敗』の評価だけであった」29)。1962年，法曹一元や裁判官・検察官の任
用・給与制度を主題として設置された臨時司法制度調査会（臨司）でし同様
の指摘が見られた。たとえば，弁護士出身の委員だった山本登でさえ，次のよ
うに述べていた。
陪審制，参審制というものの成立した沿革を考えますと，どうもこれはやはり
主権性の下にあった法曹に対する全面的な不信任から出て来た……ところで，. . . . . . . . . . .................... . 
わが国におきましては，さほどにまで裁判制度に対して不信任をいだいたとい. . . . . .  . ...................... . 
う歴史はないので，相当信頼を深めてまいったという事実こそありますが，そ
ういうようなものはないのであります。だからと言って，陪審制，参審制がい
けないということには結びつかないので，やはり民主主義の発展の過程におき
ましては， とくにこういうことが必要であるとか，あるいはこのほうがいいの
ではないかというときが来るかも知れません。そういう場合には，いさぎよく.... 
採ることも出来ると存じますが，ただいまのところにおきましては，わが国の...... 
実情としては，過去の実績に徴しましても，陪審員は十分これはみんなにそ........ 
しゃくされなかった。ことに参審制につきましては，そういうことを考えてお
らない人もたくさんあると思います30¥
同じく臨司委員だった鈴木竹雄も，臨司ではやはり「日本ではその地盤がある
かどうか，ことに国民性に合うかどうかという問題」3])があったと指摘している。
現在では，国民性論にはしばしば疑問が提起される。たとえば，検察審査会
の実績は 1つの反例になるかもしれない32)。確かに，国民全体に共通して存在
29) 利谷 (1966: 365)。
30) 傍点は筆者。ただし，これを単純に陪審制の反対論として受け止めるのは適切で
はないかもしれない。山本は，これに続いて，「もし陪審制とか参審制とかいった
ような裁判へ国民の民意を徹底する制度としてそれが出来ないというのであれば，
それでこそ，私は法曹一元制度が意味があるのではないかと思います」と論じてい
る。臨時司法制度調査会第43回会議議事録， pp.24-27。
31) 我妻ほか (1964: 23)。
32) 丸田 (1990:162-172)参照。
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する「国民性」といったものが本当にあるかどうかは疑わしい。しかし，ここ
では実際にそれが存在するかどうかはあまり関係ない。かつて中原精ーが指摘
したように，「今日，陪審制度論が低調であるのは，国民の裁判に対する絶対
の信頼が原因しているのではなく，大局的にみて，職業法曹（裁判官，検察官
だけでなく弁護士も含まれる）による国民性に対する不信にある。それが旧陪
審制度の経過とその評価ーーそれは先にのべた大勢としての国民性に不適な失
敗作という評価 によって，さらに確信的に裏打ちされたものとなってい
る」33)。
とはいえ，これまで司法参加の採用が一切検討されてこなかったわけではな
い。戦後，刑事訴訟法は英米の当事者主義の要素を取り入れて作成されたが，
その刑事訴訟法の改正論議に付随する形で，司法参加は取り上げられた。刑事
訴訟法は，まず1953年に改正されたが，これは1951年 9月に政府が出した「刑
事訴訟法改正の問題点」を受けて法制審議会刑事法部会で審議されたものであ
り， 29項目からなるこの「問題点」の第20として，「公判陪審制度採用の可否」
が挙げられた。これに先立って，同年 7月には， 三鷹事件や武生事件の判決を
受けて，佐藤藤佐検事総長は陪審制の導入を示唆していた34)。しかし，結論か
ら言えば，このときには陪審制の復活は審議対象にさえならなかった。法制審
議会刑事法部会の刑事訴訟法小委員会は，初回に「先ず第一次に取り上げるべ
き問題点」を選定する前に，陪審制について議論を交わしたが，その結果，ま
ず現行制度を前提に議論したい，陪審制導入は近い将来に見通しがつかないと
いった意見もあって，「陪審制度の採用は時期的に無理である」としてこの
「一次的問題点」から外した35)。要するに，早期の改正を目指す方針から，陪
審制のような制度の根本部分に触れる重要な問題は先送りにされたため，この
機会には十分検討されなかった36¥
33) 中原 (1968: 520)。
34) 朝日新聞1951年7月1日朝刊参照。
35) 法務省刑事局「諮問第七号 （刑事訴訟法改正）に関する法制審議会議事録（一）」
参照。
36) 江家 (1952: 86)参照。このときの刑事訴訟法改正をめぐる国会審議でも，犬/'
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1950年代後半になると，刑事訴訟法の改正が再びアジェンダに上ってきた。
1956年，法務省は刑法や刑事訴訟法などの改正計画を策定した。それによると，
刑事訴訟法は「戦後，急速に英米法系の手続を取入れたため，その手続の各段
階において多くの欠陥を露呈」している。そこで，刑事手続法関係では 4つの
検討項目が提起されたが，その第一として「陪審または参審制度の検討」が掲
げられた37)。法務省では，小野清一郎ら特別顧問室を中心に検討がなされ，陪
審制と参審制のどちらを採用することになるかは未定だが，「いずれにしろ実
施するとしたら戦前のような中途半端な陪審制でなく完全なものを採用した
い」という意気込みであった38)。
司法参加の導入可否を議論するとき，「国民が望むのであれば導入を進める」
といった論調がしばしば見られる。それは今次改革にもそれ以前にも当てはま
る。たとえば，当時の法務省刑事局長である竹内壽平は，この1950年代後半の
刑事法改正の過程の中で，「国民の間に参審なり陪審なりの制度を作るべきで
あるという機運が盛り上って参りますならば，わが国におきましても新しい形
の陪審ないし参審の制度を採用すべきである」39)と述べている。法務省は，
1957年 9月，世論調査を実施した。大学および高等専門学校卒業以上の有識者
500名を対象としたこの調査の結果は，参審制を望ましいとする者が42.3%,
職業裁判官による裁判を好む者が29.6%, そして陪審制を支持する者が16.2%
であった40¥
なぜ「国民の間の機運」なるものに配慮がなされるのだろうか。それは，司
法参加に消極的なアクターがその導入を阻むためにする言い訳という解釈も可
＼蓑健法務大臣は，「法務当局から言いますと，陪審制度というものは， 一審， 二審
の審級の根本問題に関してもいろいろ問題が残っておりますが，証拠法の関係から
いっても今の法律ではまかないきれないものがあるというので，にわかにこれを取
上げるというところまで機が熟しておりません」としている。第16回国会衆議院法
務委員会会議録第13号 (1953年 7月14日）参照。
37) 読売新聞1956年9月23日朝刊参照。
38) 読売新聞1956年12月28日朝刊参照。
39) 第28回国会衆議院法務委員会会議録第17号 (1958年3月27日）参照。
40) 第28回国会参議院法務委員会会議録第29号 (1958年4月17日）参照。
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能ではあるが，より率直に理解するならば，戦前陪審制の停止の経験が日本人
の国民性との結びつきの中で捉えられていたからであろう。竹内壽平はこの点
を明確にしている。竹内は，司法参加違憲論の存在を指摘する一方で，法務当
局としては英米法の精神を取り入れた「刑事訴訟法が本質的にこういうものを
否定している趣旨ではない」とする。しかし，問題は違憲論のみではない。戦
前の陪審制は，制度自体にも不備はあったが，「日本の国民性に果してこうい
う制度が合うかどうかというような点にも，この陪審制度がしぽむように，停
止の運命になったいきさつを考えてみますと，そういう点にも反省すべきもの
が，これまた少くない」。先述の調査の結果は，必ずしも陪審制や参審制の検
討を否定するものではなかったが，少なくとも，司法参加の採用を後押しする
ことにはならなかった41¥
2. 再審無罪判決の続出と問題認識
再び司法参加に注目が集まりはじめるのは1980年代のことである。その間，
政治の場で司法参加に対する言及がまったくなされなかったわけではない。国
会では，野党議員を中心に時折陪審制に関する質問が出たが，具体的になんら
かの影響を及ぼしたわけではなかった42)。1980年代に司法参加に注目が集まっ
た契機となったのは，再審無罪判決の続出であった。 1975年に「再審請求でも
疑わしきは被告人の利益に」とする白鳥決定が最高裁で下されて以来，再審開
始決定が多く生まれることとなった。その結果，弘前大学教授夫人殺人事件
(1977年判決）にはじまり，免田事件 (1983年），財田川事件 (1984年），松山
事件（同年），島田事件 (1989年）など， 1970年代後半から1980年代にかけて，
無罪判決が相次いだ（表1参照）。
そもそも，確定判決の証拠が偽りであった場合などを除き，再審が認められ
41) 第28回国会参議院法務委員会会議録第29号 (1958年4月17日）参照。
42) 1960年代以降の国会会議録を見ると， 1962年に鈴木義男（民社党）， 1966年に神
近市子（社会党）が陪審制に触れ，また1968年には神近市子らが提出した「死刑確
定者再審特例法案」の審議の中で司法参加が議論されている。その次に取り上げら
れるのは1970年代後半である。
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表 1 1970年代後半~1980年代の主な再審無罪判決43)
事件名 年 経 過 事件名 年 経 過
1952 懲役15年（仙台高裁） 1957 死 刑（仙台地裁古川支部）
弘前事件 1976 再審開始（仙台高裁） 松山事件 1979 再審開始（仙台地裁）
1977 無 罪（仙台高裁） 1984 無 罪（仙台地裁）
1916 無期懲役（広島控訴院） 1956 懲役13年（徳島地裁）
加藤老事件 1976 再審開始（広島高裁） 徳島事件 1980 再審開始（徳島地裁）
1977 価. 罪（広島高裁） 1985 無 罪（徳島地裁）
1952 懲役10年（青森地裁） 1954 無期懲役（釧路地裁網走支部）
米谷事件 1976 再審開始（仙台高裁） 梅田事件 1982 再審開始（釧路地裁網走支部）
1978 無 罪（青森地裁） 1986 価.、 罪（釧路地裁）
1953 無期懲役（東京地裁） 1958 死 刑（静岡地裁）
滝事件 1980 再審開始（東京高裁） 島田事件 1986 再審開始（静岡地裁）
1981 無 罪（東京地裁） 1989 無 罪（静岡地裁）
1950 死 刑（熊本地裁八代支部） 1955 懲役3年（熊本地裁）
免田事件 1979 再審開始（福岡高裁） 松尾事件 1988 再審開始（熊本地裁）
1983 無 罪（熊本地裁八代支部） 1989 無 罪（熊本地裁）
1952 死 刑（高松地裁丸亀支部） 1981 懲役10年（大阪地裁堺支部）
財田川事件 1979 再審開始（高松地裁） 貝塚事件 1988 再審開始（大阪地裁堺支部）
1984 無 罪（高松地裁） 1989 無 罪（大阪地裁堺支部）
るためには，確定判決が不当であることの「明らかな証拠をあらたに発見」す
ることが求められる（刑事訴訟法435条 6号）。白鳥決定以前にはこの証拠の
「明白性」と「新規性」は厳格に解釈され，「したがって， 一九七0年代まで
の裁判所による刑事訴訟法四三五条六号解釈は，再審請求を認めるには，あら
たな証拠だけで再審請求者の無罪そのものが明白に立証できることを要件とす
る点で固まっていた」44)。
このうち，証拠の明白性は「実質上再審請求の帰趨を決してきた要件」45)と
43) 小西 (2002: 510) および 「明治・大正・昭和• 平成事件・犯罪大事典』（東京
法経学院出版， 2002年）を参照して作成。
44) フット (2006: 218)。傍点は原文。
45) 加藤 (2002: 216)。
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され，重要な論点となっている。従来は，再審請求人の無罪を推測するに足る
「高度の蓋然性」が必要とされ，その有無は新証拠だけで判断するか，旧証拠
についての心証を保ちながら新証拠を加味して判断するものとされていた。
これに対して，白鳥決定は，新証拠と旧証拠を総合的に評価して，もともと
の判決の事実認定に合理的な疑いを生じさせるだけでよい，と判示したので
ある。要するに，「再審請求でも疑わしきは被告人の利益に」ということにな
る46¥
しかし，白島決定は傍論にあたる部分で，白鳥事件自体の再審請求は棄却さ
れている。「再審請求でも疑わしきは被告人の利益に」が定着するかどうかは，
これだけでは不明瞭だった。この新しい基準の採用を明確にしたのが，翌年に
下された財田川決定である。財田川決定は，白鳥決定と同じ，団藤重光や岸盛
ーらで構成された最高裁第一小法廷で下されたものであり，白鳥決定とほとん
ど同じ文言を用いて判断基準を示した上で，事件を高松地裁に差し戻すよう命
じた47)。財田川決定は，このように白鳥決定で打ち出された新解釈を具体的に
適用し，その論理を再確認し，それまでとは異なる考え方をとったことを明確
にした点に意義があった48)。そしてこれ以降表 1に示されているように，多
くの再審無罪判決が生まれた。フットが指摘するように，「白鳥事件や財田川
事件によってあふれかえるような数の再審が認められたというと大げさにな
るが，この二つの事件で開かずの扉が開き，徐々に再審が認められるように
なったのは間違いない」49¥
このころから，白鳥事件やそれ以降の一連の再審無罪判決，そしてその他の
冤罪とされる事件の裁判の展開に呼応して，弁護士や評論家らによる陪審制の
主張が散見されるようになる。たとえば，青木英五郎は，「事実製造権」50)を
握る職業裁判官が「“疑わしきは被告人の不利益に”という官僚的取締りの原
46) 加藤 (2002)参照。
47) フット (2006: 216-226)参照。
48) 横山 (1977)参照。
49) フット (2006: 224)。
50) 青木 (1981: 99)。
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理を前提として，証拠を判断する日本法的証拠法によって」51)裁判を行ってい
ると批判した。そこで，「裁判官から事実認定権を取りあげ，それを陪審員に
移転することによって，裁判における国民の人間性の回復を志向するもの」52)
として，陪審制の導入を求めた。上で見たように，陪審制はしばしば「国民
性」を理由に却下されるが，それは「官尊民卑の風潮が根強く，市民相互間の
信頼に欠けていると指摘する……国民を愚弄する言い方」53)とも非難された。
むしろ，「官僚裁判」では誤判を免れられないのであり，そこに陪審制を導入
する理由があるのである54)。加えて，こうした職業裁判官への不信を背景に，
「司法の民主化」としての陪審制論も展開された。たとえば，篠倉満は，司法
参加を考える際の視点として，事実認定に関しては裁判官や検察官は必ずしも
専門家ではないこととともに，「国民の司法参加は民主主義の要請」55)として
いる。
そして，再審無罪の影響は，単位弁護士会や日弁連，さらには当の最高裁に
まで達した。最高裁では， 1985年，矢口洪ーが長官に就任した。矢口は，裁判
官であるにも関わらず裁判経験が少なく，司法行政のポストを歴任してきた
「司法エリート」であり，「ミスター司法行政」とも呼ばれる。その矢口長官
の下で，職業裁判官のみによる裁判の形を再考する司法参加制度の検討がはじ
まった。1987年に最高裁事務総局の刑事局が研究をはじめ，翌年には 2ヶ月の
予定で裁判官 1名をアメリカに派遣した56)。さらに， 1989年には，再度アメリ
力に 1年半にわたり裁判官を派遣し，加えてイギリスにも派遣した。矢口は翌
51) 青木 (1981: 101-102)。
52) 青木 (1981: 120)。
53) 倉田 (1986: 72)。
54) 篠倉 (1993)参照。
55) 篠倉 (1991: 47)。
56) 最高裁はそれまでも法曹養成制度の調査などで毎年 7~8名の裁判官を派遣して
きたが，陪審制の調査という名目で派遣するのはこれがはじめてである。通常の派
遣期間が 1ヵ月であるのに対し，このときには 2ヵ月であった。朝日新聞1988年5
月2日朝刊参照。因みに，このときアメリカに派遣されたのが， 2008年に最高裁長
官に就任した竹崎博允である。毎日新聞1989年11月11日夕刊参照。
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1990年に長官を退任したが，その後も後任の長官の下，陪審制だけでなく，参
審制の調査のためにドイツやフランスなどにも対象を広げた。
矢口は，上で見たような，「官僚裁判官」をまった＜否定してしまう立場に
は立っていなかった。陪審制を過大評価するわけでもなく，キャリア・システ
ムを過小評価するわけでもない。彼が恐れたのは，キャリア・システムの中に
いる裁判官が「市民感覚と遊離」57)してしまうことであった。それを防ぐため
に，矢口は部内だけでなく部外の研修にも力を入れたという。そして，「キャ
リア・システムの長所を保ちながら裁判に直接国民の意思を反映する制度」58)
として，陪参審制の検討をはじめたのである。国民の司法への参加が，裁判や
裁判所についての理解を促進することも期待された59)。司法と国民との距離を
より縮めるという点で，陪参審制の検討はそれに先立つ簡裁や地家裁支部の統
廃合といった機構改革の延長線上にあった60¥
こうした考えは，矢口自身の言葉によれば，再審無罪判決の続出と関係する
というよりも，矢口がもともと内心に温めていたものである。裁判官はプロ
フェッショナルとして，特別な技能や知識を有していなければならない。そし
て，実際に日本の裁判官はそれを持っている， と矢口は評価する。しかし，そ
うした専門性を強調しすぎるあまり，より 一般的な常識を見失ってしまうこと
もありうる。そこで，国民によりわかりやすい裁判・司法を実現するとともに，
国民に司法のことをよりよく知ってもらおうと考えたのである。とはいえ，こ
うした矢口の長年の構想の引金を引いたのは， 一連の再審無罪判決だったので
はないだろうか。
私は職業裁判官が事実を認定するについて，何らかの欠陥があるとは思ってい
ません。実体的真実を発見しようと真剣に努力し，また発見していると思いま
す。にもかかわらず再審無罪というケースが出てくるのも事実です。これは非
57) 矢口 (1993: 115)。
58) 矢口 (1993: 115)。
59) 園部 (1988)参照。
60) 矢口 (1990)参照。
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常に申し訳ないことでして，万に一つもそういうことはあってはいけないこと
です。私どもは，裁判官のやり方に欠陥がないとしても，万全の策をとらなく
てはいけない。とすると，ここで考えられることは，健全な常識人の参加を得
て，これらの人々により，または職業裁判官と一緒になって認定される事実。
そういうものに頼った方がより安全ではないか，より基本的人権の擁護に資す
るのではないか。結果的には冤罪事件などがあったからということになるかも
しれないが，私の気持ちとしては，仮に誤判というものがなかったとしても，
刑事裁判の本質的なものとして，陪審，参審はあっていい，あるべきだ， と思
います61¥
おそらく矢口自身，国民性論から完全に脱却できていたわけではない。しかし，
それは「別の問題」62) として， とにかくまず欧米での司法参加の実態を調査研
究する道を選んだのである。
3. 最高裁の調査研究
1980年代の再審無罪判決の続出以降，単位弁護士会および日弁連と最高裁が
陪参審制に目を向け，調査研究をはじめた。弁護士会と最高裁は，調査研究の
過程において，ともに各々のメンバーが海外に派遣し，教訓を引き出そうとし
たが，両者の調査研究は異なる問題意識に基づくものだったと考えられる。そ
の結果，弁護士会と最高裁がそれぞれの調査研究の結果に基づいて下した陪審
制および参審制に対する評価は異なるものとなった。
公共政策学において，教訓導出とは一般に，現状に対する不満に端を発し，
アクターが別の時間的・空間的場所に目を向けて，「プログラムが代替可能な
ものであるかどうか，すなわち 1つの場所を超えて実施されることができるか
どうか」63)を判断する過程と理解される。引き出された教訓は，ポジティブな
（すなわち自領域に適用可能と判断される）ものかもしれないし，ネガティブ
な（すなわち適用不可能と判断される）ものかもしれない。教訓導出は政治的
61) 矢口 (1990: 122)。
62) 矢口 (1993:116)。
63) Rose (1993 : 21). 
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に中立的な営為ではな<'なんらかの政治的な価値観あるいは目標を通してな
される。従って，別々のアクターが同じ時間的あるいは空間的場所から学習し
た場合でも，それらが異なる信念を有していれば，異なる教訓が引き出される
かもしれない64)。導出された教訓は，アジェンダ・セッティングやすでにある
結論の正統化などにおいて，役立ちうる65¥
最高裁による司法参加の調査研究結果は，『陪審・参審制度』として， 9巻
にわたって公刊されている66)。加えて，戦前陪審制の文献調査の報告書も刊行
されている67)。こうした最高裁の内部資料が公刊されることは異例だという 68)。
これらは，陪審制を採用するアメリカとイギリス69)だけでなく，参審制を採
用するドイツやフランス，イタリア，さらに両方を併用するスウェーデンとデ
ンマークをも取り上げた，網羅的なものである。最高裁はこれを，自らの意見
を表明するものというよりも，「あくまで客観的な資料としてまとめた」70)。な
お，調査報告が公刊されたのは1992年から2004年にかけてであり，今次改革の
時期と重なっているが，イタリアを除き，調壺自体が行われたのは改革審設置
以前である 71)。
まず，陪審制に対する評価を見てみよう。アメリカには竹崎博允と山室恵，
イギリスには白木勇と藤井敏明が派遣された72)。前述のように，陪審制論にし
64) Rose (1993 : 22)参照。
65) Bennett (1991)参照。
66) 最高裁判所事務総局刑事局 (1992, 1994, 1996, 1999, 2000, 2001, 2002, 2003, 
2004)参照。
67) 最高裁判所事務総局刑事局 (1995)参照。
68) 日本経済新聞1993年10月4日朝刊参照。
69) ここで単に「イギリス」と表記するとき，イングランドとウェールズをさすこと
とする。
70) 毎日新聞1992年11月13日朝刊参照。
71) スウェーデンとデンマークに関しては， 1993年に植村稔（後に最高裁事務総局刑
事局長）が派遣されたが， 2000年に追加的に調査が行われたようである。
72) 特に竹崎博允と白木勇は，今次改革の時期に最高裁事務総局の主要ポストを占め
た人物である。竹崎は2002年に最高裁事務総長に就任した。2008年には，最高裁判
事を経験しない「14人抜き」という近年では異例の形で，最高裁長官に就任した。
これは特に裁判員制度の導入における貢献が買われてのことだとされている（朝／”
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ばしば見られるのは誤判防止と「司法の民主化」という 2つの役割であった。
しかし，最高裁の報告書では，この両方の点が否定される。前者に関しては，
たとえば，「合衆国の陪審裁判では，両極端の事例，すなわち，明らかに有罪
とすべき事案で無罪になり，明らかに無罪とすべき事案で有罪になる事例が制
度上の宿命として不可避的に存在するといわざるを得ない」73) と報告されてい
る。アメリカでは，これは「陪審制度で支払うべきコスト」74) として受け止め
られているという。これを受けて，山室は，「刑事裁判のあり方，刑事裁判へ
の関わり方が， 日本と根本的に違うのではないかと感じた」75) としている。
この点は英国編でも指摘されている。イギリスにおいても，陪審裁判に誤
判は付き物であり，そこには誤った無罪と誤った有罪の両方が含まれる。こ
れは各種研究や現地の裁判官の経験からも裏づけられることだという。従っ
て，「陪審制は，それら〔誤判の原因〕をすべて解決する魔法の仕組みではな
い」76)。日本の司法がその「精密さ」において批判されるのとは対照的に，イ
ギリスの陪審制はその非能率性と「ラフ・ジャスティス」が批判される。「長
所と欠点はいずれも絶対的なものではな」<'「我が国の刑事裁判の現状を否
定し，その対極にあるものとして陪審裁判を夢見るならば，遠からずこれに
も失望することになるであろう。まして，『陪審制度を導入すれば誤判はなく
なる。』式の幻想を振りまくことは，司法の将来を誤らせるものでしかな
しヽ」7¥
英国編では司法の民主化論への反論もなされている。それによると，単純に
「民衆による支配」という広い意味での民主的な制度としての陪審制の性格が
否定されることはないが，そもそも「陪審制は……その起源においては民主主
＼日新聞 2008年10月29日朝刊参照）。白木は1997年に最高裁事務総局刑事局長に就任
し，担当局の局長として，改革審で答弁に立った経験を持つ。白木は2010年に最高
裁判事に就任している。
73) 最高裁判所事務総局刑事局 (1996: 77)。
74) 最高裁判所事務総局刑事局 (1996: 77)。
75) 最高裁判所事務総局刑事局 (1996: 94)。
76) 最高裁判所事務総局刑事局 (1999: 367)。
77) 最高裁判所事務総局刑事局 (1999: 394)。
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義と関係はない」78)し，陪審制と民主主義は不可避的にリンクするものではな
い。発端において陪審制は「神判に代わる簡便な裁判手段として採用されたも
の」79)にすぎず，その後の歴史の中で民主的要素と結びついただけである。陪
審制には，代議制民主主義下の議会のような，そこでの決定を正当化する基礎
は存在しない。結局のところ，陪審制の民主的性格というのは「それを抽象的
に捉えた場合の理論的なもの」80)にすぎない，というのがここでの議論である。
こうした文脈で興味深いのはフランスの調査報告である。フランスでは，当
初，陪審制が採られたが，誤判を含む無罪判決の過多などが問題となり，後に
参審制に移行した。この参審化は，象徴的な意味での司法参加の民主的性格を
薄れさせたものの，陪審制の欠点を緩和し，参審員や弁護士からも支持を得ら
れるようになったという。こうしたフランスの歴史的経験は，「刑事裁判に市
民を参加させる場合の判決に与える影響や，市民を参加させる場合にどのよう
な形態が適当かを考えるに当たって示唆するところが大きいように思われ
る」81)。つまり，ここでの教訓とは， 一般に誤判をなくすとされている陪審制
は，実は誤判を生み出すものであり，そうした欠点を補いながら司法参加を実
現する 1つの方法が参審制である，ということになろう 。
参審制に問題がないわけではない。というよりも，言い方を変えれば，参審
制は司法参加全般に指摘される問題を免れるわけではない。 1つとしては，国
民性の問題がある。この点につき，フランス編では若干の懸念が示されている。
それによると，「日本人との比較でフランス人を見ると， 一般的には議論好き
な人が多く，また，幼いころから口頭で意見表明をすることに鍛えられている
ところがある」82)。デンマークも同様である83)。これらは，裏返せば，国民性
が未発達の日本に，参審制であれ司法参加を取り入れれば，評議での意見交換
78) 最高裁判所事務総局刑事局 (1999: 346-347)。
79) 最高裁判所事務総局刑事局 (1999: 347)。
80) 最高裁判所事務総局刑事局 (1999: 367)。
81) 最高裁判所事務総局刑事局 (2001: 451)。
82) 最高裁判所事務総局刑事局 (2001: 457)。
83) 最高裁判所事務総局刑事局 (2003: 168-169)参照。
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や公判審理での口頭主義などの点に支障を来すことになるかもしれない， とい
うことを示唆している。とはいえ，フランスでも参審員の能カ・資質などを疑
問視する意見はあるし，また参加形態には様々なものが考えられるので国民性
のみを理由に司法参加を否定してしまうのも適当ではない。フランスではもと
もと，「陪審の法の無知・無能力，情緒性，世論・マスコミ等の影響に弱いこ
と等に起因する無罪……等の判決に悩まされ」84), 参審化を図ったという経緯
がある。こうして作られた裁判官と市民の「共同の評議・評決システム」は高
く評価され，「フランスの参審制度等が参考になる点」の第一に挙げられてい
る85)。
また，真実究明を自らの使命と規定する最高裁から見て，判決書の緻密さは
問題視される点であろう。事実認定を市民が行う陪審制は言うまでもなく 86),
事実認定と量刑判断を裁判官と市民が共同で行う参審制においても，判決理由
を詳細に書き入れることは難しいとされている87)。また，事実認定自体，参審
制であっても「アバウト」なものになるかもしれない88)。ただし，この点に関
しては，事実認定をすべて市民に任せる陪審制よりも参審制の方が弊害は少な
い， ということになるだろう89¥
このように，問題点は指摘されるものの，陪審制に対する厳しい評価と比べ
れば，参審制は一般的に，象徴的な意味での民主主義原理の貫徹，司法への信
頼感や理解の醸成，裁判の透明性やわかりやすさの促進といった点で，評価
されていると言えよう 90)。かつて言明された「公正らしさ」論とも共通する
84) 最高裁判所事務総局刑事局 (2001: 450)。
85) 最高裁判所事務総局刑事局 (2001: 450-451)参照。
86) 最高裁判所事務総局刑事局 (1999: 364-366)参照。
87) 最高裁判所事務総局刑事局 (2001: 215-217, 2002 : 96-97)参照。また，デン
マークの刑事裁判の判決書も一般的に非常に短いものであるようだが，その理由は
参審制だからというよりも「伝統的にそうだからとしか言えない」 （最高裁判所事
務総局刑事局 2003: 124) とされている。
88) 最高裁判所事務総局刑事局 (2001: 456)参照。
89) 最高裁判所事務総局刑事局 (2002: 160-161)参照。
90) 最高裁判所事務総局刑事局 (2000: 376, 2001 : 439 f.)参照。
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が見「そもそも，裁判はその実質だけでなく，外観もまた国民の信頼を受け
るに値するものでなければならないという観点からは，裁判に直接市民を参加
させることは十分な意義を有しており， 一つの選択肢とされるべきものといえ
よう」92)。「英米法国における陪審裁判と異なり，参審員の参加する裁判手続は，
基本的に職業裁判官のみによる裁判手続と大きく異なることはない」93)ため，
現状の裁判を否定的には見ない最高裁としては，「その意味で，参審制度は，
現行の制度と連続性をもった現実可能性のある 1つの制度として，その導入に
ついて真剣に議論を深めていくことは十分考慮に値するものである」94¥
最高裁が1980年代以降行ってきた各国の陪参審制の調査研究から得たのは，
以上で見たように，陪審制に関するネガティブな評価であった。アメリカに派
遣された竹崎博允は，帰国後，陪審制を徹底的に批判する報告書を書いたとい
ぅ95)。また，その翌年に同じアメリカに派遣された，「米国の陪審裁判を最も
多く傍聴した日本人」と称される山室恵も，陪審制の下では真実究明が後退す
ると明言している96)。反対に，参審制については，問題点は指摘されるものの，
一定の評価がなされている。矢口の提案により実現した司法参加の調査研究は，
陪審制に関するネガティブな教訓とともに，参審制に関する（留保つきの）ポ
ジティブな教訓を引き出す結果になったと言えよう。
4. 日弁連の調査研究
相次ぐ再審無罪判決の流れの中で，日弁連が果たした役割は大きかった。
「基本的人権を擁護し，社会正義を実現することを使命」（弁護士法 1条）と
する弁護士の団体である日弁連は， 1959年に徳島事件特別委員会を設置して支
91) 萩屋 (2004: 139-142)参照。
92) 最高裁判所事務総局刑事局 (2001: 460)。
93) 最高裁判所事務総局刑事局 (2000:2)。
94) 最高裁判所事務総局刑事局 (2000:376)。
95) 山口進「脱官僚か，プロの誇りか。裁判員制度の影に， 2人の最高裁長官の 『思
想的対立』があった」 『朝日新聞 GLOBE』19号 (2009年7月6日）参照。 この記
事は山口• 宮地 (2011) にも掲載されている。
96) 日本経済新聞2001年2月4日朝刊参照。
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援をはじめて以来，無実を主張する人々の弁護に力を尽くした。再審制度は必
ずしも広く詳細に知られているものではないため，表 1に挙げた事件の中でも，
無実を主張する人が日弁連へと駆け込み，救済を訴えるケースもあった。
誤判や再審問題に対する日弁連の対応は， 1986年に刊行された『続・再審』
掲載の年表に詳細に記されている97)。上述のように，徳島事件以来，数多くの
冤罪と思しき事件について，特別委員会を設置してきた。加えて，再審制度の
改革も目指し，具体的な改正案をまとめている。とりわけ， 1977年 1月に再審
法改正案を日弁連内で決定して以降，自民党を含む各政党，衆参法務委員会の
委員長および理事，法務省，文化人やマスコミ関係者に対して，働きかけをし
ている。日弁連および単位弁護士会では数々の決議が採択され，また再審開始
や無罪判決の度に出される談話でも頻繁に再審や代用監獄などの改革の必要性
を訴えている。
このように，日弁連はまず再審自体の改革を目指した。これは，「誤判防止
のためには，刑訴法全体の再検討が必要であるが，これには，慎重に国民的合
意を得られる方向，内容においておこなわなければならず，相当の時間を要す
ることは避けがたい。それでは，現に誤判の犠牲となっている者に対する救済
としては間に合わないのである」98) という考えに基づくものだった。 一方，
1980年代ごろから，個別の弁護士のグループや単位弁護士会を舞台に，誤判防
止という文脈において，陪審制の検討がなされはじめた。 1982年には伊佐千尋，
97) 日本弁護士連合会 (1986)参照。
98) 日本弁護士連合会「再審法（刑事訴訟法第四編）改正案」参照。加えて，日弁連
人権擁護委員会が再審事件に関してアンケート調査を行ったところ， 12の事件に
ついて回答があったが（梅田，松山，滝，徳本，白鳥，金森，島田，免田，牟礼，
帝銀，名張毒ぶどう酒，弘前各事件），そのほとんどが「再審の門が狭い」と答え
(10件），誤判原因として「取調べの不当」 (10件），「初動捜査の見込み捜査，偏見」
(8件），「鑑定人の不誠実又はずさんな鑑定」 (8件）と答えた者が多かった一方で，
「裁判官の予断又は偏見に基づく審理態度」を挙げたのは4件にすぎず，さらに再
審事件に対する裁判所の態度は「普通」と答えたのが6件（「事務的又は冷淡」が
4件，「熱心かつ積極的」が 1件）と，裁判官や裁判所よりも再審の制度的規定や
取り調べなどに問題があると認識されていたことも，こうした日弁連の対応に影響
していたかもしれない。日本弁護士連合会「再審事件・手続の実情」参照。
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庭山英雄，倉田哲治らを中心に，「陪審裁判を考える会」が設立された。「職業
裁判官だけにまかせておくより，市民が直接，裁判に参加し，少しでも誤りを
未然に防ぎ，多くの人が納得できる裁判にしたい，との願い」99)から，旧陪審
制の復活を訴えようという考えだった。
単位弁護士会レベルでは，たとえば，大阪弁護士会は司法問題対策委員会法
曹一元制度部会において， 1980年ごろから陪審制の検討をはじめた。しかし，
「当時の司法情勢のもとで，陪審制度の導入を現実的な課題として展望するこ
とができないまま，二， 三年で部会内の論議を打ち切らざるをえなかった」100)。
ところが，「死刑から無罪への再審事件の続出に象徴されるおそるべき冤罪誤
判事件の実情」とそれが表す「形骸化の著しい現在の刑事司法のあり方」101)
に直面し，陪審制の検討を再開した。 1988年には視察団をアメリカヘと派遣し，
8日間にわたって陪審裁判の実態を調査し，翌年，その調査報告を公刊し
た102)。また，同年，大阪弁護士会は全国の弁護士会ではじめて，法律学者と
ともに，陪審制法案の作成に着手した103)0 
東京の弁護士会も同時期に陪審制に目を向けはじめた。東京弁護士会は，
1982年，人権擁護委員会の特別部会である死刑研究部会を死刑．陪審研究部会
に改め， 1986年からは本格的な検討に乗り出した。1990年 2月には東京三弁護
士会陪審制度委員会を設置し，共同での調査研究をはじめた。東京弁護士会は，
戦前陪審制の経験者に聴き取り調査を実施し，その多くが陪審制復活に賛成し
ているという知見を得た104)。さらに，東京三弁護士会陪審制度委員会は，
1991年，ニューヨークで 5日間の視察を行い，視察報告を公刊した105)。
これらの公刊された調査報告を見ると，陪審制の評価が弁護士の間でも必ず
99) 朝日新聞1985年7月1日夕刊参照。
100) 赤沢 (1989: 1)。
101) 赤沢 (1989: 1)。
102) 大阪弁護士会 (1989)参照。
103) 朝日新聞 （大阪版） 1989年4月15日朝刊参照。
104) 東京弁護士会 (1992) 第2部参照。
105) 東京三弁護士会陪審制度委員会 (1993)参照。
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しも一枚岩でないことがわかる。たとえば，東京三弁護士会陪審制度委員会の
視察団の団長を務めた尾崎行信は，「陪審には，誤判を防止する効果などない，
むしろ職業的裁判官の熟達した裁判の信頼性がより高いだろう， といった議論
が常に繰り返されている。……〔しかし〕本来誤判の恐ろしさは，表面に現れ
ずに隠されたままに終わるところにあるのであって，表面化したものについて
の統計的な記録など余り意味を持たない。問題は，犯罪認定の過程で，客観的
な証拠に基づき，平均的常識人が，公平に事実を把握し結論に達し得る制度的
保障を，いかに確保できるかである」106)と論じる。しかし，同視察団による
座談会では，冤罪防止のシステムとしての陪審制という考え方には疑問が呈さ
れた。とはいえ， 一般論的には，問題点はあるにせよ，望ましい制度として陪
審制が認知されたのは事実であろう l07)0 
一方， 日弁連レベルでは，単位弁護士会や最高裁の側での動向にも関わらず，
1990年前後になるまで司法参加への取り組みは観察されない。確かに，機関誌
である『自由と正義』では定期的に陪審制の特集が組まれたがl08)' 「戦後の司
法改革が一段落した後は，何故か弁護士会が国民の司法参加について発言する
ことはほとんどなくなってしまった」l09)。検討の必要性は認識されていたよう
ではあるが，プライオリティが与えられていなかったIJO)。以前から陪審制導
入を訴えてきた倉田哲治にとっては，こうした状況は歯がゆいものだったのだ
ろう 。「矢口提案から既に数ヵ月を経過したが，いまだに日弁連執行部にその
動きをみない。せめて， 日弁連会長の声明ぐらいはあってしかるべきなのに，
これもない。かつて，陪審裁判が施行されたとき， 一番渋ったのは在野法曹
だったという。……もし，また矢口提案に対して日弁連執行部が尻込みをする
ならば裁判所から侮りをうけるばかりか，以後，高飛車に出られても文旬が言
106) 尾崎 (1993: vi-vii)。
107) 東京三弁護士会陪審制度委員会 (1993)第 5章参照。
108) 『自由と正義』では， 1966年に「陪審・参審制度」 (17巻 5号）， 1979年に「国民
の司法参加」 (30巻10号）， 1984年に「陪審」 (35巻13号）という特集が組まれた。
109) 日弁連創立五0周年記念行事実行委員会 (1999: 219)。
110) 藤井 ・岩田 (1990: 15-16)参照。
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えなくなる」1l) 0
中坊公平が日弁連会長に就任した1990年は， 日弁連にとって画期だったと言
える。同年 5月の定期総会で採択された「司法改革に関する宣言」は，「国民
のための司法」というスローガンの下，司法制度改革への意欲を鮮明にするも
のだった。そして，ここではじめて，日弁連レベルで，司法参加に対する言及
がなされたのである 12)。司法改革宣言は，現状の司法の問題点として裁判の
「行政追随傾向」と民事紛争処理の不十分さを挙げ，こうした司法の「機能低
下」の原因として，司法の規模・容量の縮小とともに，「官僚的司法」の問題
を指摘する。そして，後者との関連で，「民主的司法すなわち国民に身近な開
かれた司法を実現するには，わが国の司法制度に最も欠けているといわれる国
民の司法参加を大幅に実現することが不可欠で，欧米諸国にならって陪審や参
審制度の導入をはかるべきであり，抜本的には法曹一元制度の採用をめざすべ
きである」113)と主張されたJ14) 0
そして， 1990年11月に開催された第13回司法シンポジウムにおいて，司法参
加の問題が取り上げられ，「初めて法曹界で本格論議が展開された」115)。鳥生
忠佑運営委員長は，シンポジウム報告書の「発刊の辞」で，次のように理由を
述べている。
わが国の裁判は，民事・刑事とも，国民の権利擁護のうえでその課されている
機能を果たしていないのではないか。むしろ行政に追随し，官僚化がすすんで
いるのではないか。また，国民にとって裁判は身近になく，縁遠いものとなっ
ているのではないか。……このような行きづまったわが国の司法を改革するに
は，官僚化に対置して国民主権のもとでの司法をめざさなければならないが，
それには，この観点から，裁判と裁判官の両面の制度を短期的，長期的展望の
111) 倉田哲治「陪・参審制の実現を『矢口長官提案』にこたえる」「週刊法律新聞』
883号 (1988年6月10日）。
112) 日弁連創立五0周年記念行事実行委員会 (1999: 219-220)参照。
113) 日本弁護士連合会「司法改革に関する宣言」参照。
114) さらに，翌年5月の「司法改革に関する宣言―その 2」でも司法参加に対する
言及がなされている。
115) 朝日新聞 1990年11月18日朝刊参照。
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もとで改革していくことが不可欠であると考える 116)0 
第13回司法シンポジウムは，「国民参加制度の拡充の方向という総論における
共通の認識を深めることに重点が置かれていたため，多くの具体的な課題は今
後の討議に委ねることとなった」117)が，準備過程も含めシンポジウムを通じ
て，司法参加の拡充が「多くの改革すべき課題のうち当面取り組むべき重点課
題として，ほぼ大方の合意が得られたと思われる課題」118)の 1つとして認め
られる結果をもたらした。第14回，第15回の司法シンポジウムでも，司法参加
はその中心的議題に位置づけられた。
日弁連は陪審制と参審制をそれぞれどのように評価していたのだろうか。前
記の司法改革宣言にも当てはまるように，文書等ではしばしばそれらは併記さ
れている。しかし， 1992年にまず作成されたのが「刑事陪審法改正討議要綱」
であり l19), また第13回司法シンポジウムでのアンケート結果からもわかるよ
うに120), 第一には陪審制を念頭に置いていたと考えてよいだろう 。1995年に
策定した「刑事司法改革の実現に向けてのアクション・プログラム」でも，陪
審制と参審制の両方についての賛成論と反対論を整理してはいるが，陪審制に
ついては通俗的な反対論に反論し，参審制についてはむしろ疑問を投げかける
という記述のスタイルを採っている 121)0 
116) 日本弁護士連合会第13回司法シンポジウム運営委員会 (1991)「発刊の辞」参照。
117) 日本弁護士連合会第13回司法シンポジウム運営委員会 (1991: 140)。
118) 日本弁護士連合会第13回司法シンポジウム運営委員会 (1991: 142)。
119) 第14回司法シンポジウムでの豊川正明の説明によると，まず刑事陪審制の案を
作ったのは，「やはり日本には戦前の陪審法の経験が存在しているということ， し
かも，その陪審法が停止されたままで現在でもまだ生きているということ，それか
ら，これまでの運動の成果を見ますと刑事陪審法の復活の運動でございますし，模
擬陪審もそれに関するものばかりで，われわれがすぐにでも取り組むべき運動とし
ては，そこに基盤があると考え」たことによる。日本弁護士連合会第14回司法シン
ポジウム運営委員会 (1993: 101)。
120) 日弁連会員へのアンケートの結果によると， とりわけ刑事事件に関しては，回答
者の半数以上 (59.87%)が「陪審制が望ましい」と答えた。日弁連創立五0周年
記念行事実行委員会 (1999: 220)参照。
121) より具体的に言えば，陪審制については，① 市民の事実認定能力への不安，②/'
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日弁連は，最高裁と同様，アメリカやイギリスをはじめとして，陪審制や参
審制を採用する様々な国に調査団を派遣した。 1997年4月には，日弁連司法改
革推進センターと東京三弁護士会陪審制度委員会とが共同で，デンマークヘ調
査団を送っている。前述のように，デンマークは陪審制と参審制を併用してい
る国である。この調査報告は公刊されているが122), このあたりから日弁連内
で参審制への注目が高まり，現実的な案として検討されはじめたようである。
同月には『自由と正義』で「市民の司法参加」の特集が組まれ，四宮啓の陪審
制論とともに佐藤博史の参審制論が掲載された]23)。調査後には，調査団の一
員だった桐山剛が併用論を唱える論文を執筆し]24), また調査団の座談会でも
併用が一定の評価を得ている 125)。そして，デンマーク調査を受けて，翌1998
年の 4月には， 1992年に作成され1996年に改定された「刑事陪審法改正討議要
綱」が，「刑事陪審・参審法討議要綱（案）」として作りかえられた126)0 
最高裁は，その調査報告書において，「一言で評すれば，デンマークの陪審
＼欧米諸国と比しての歴史の浅さ， ③ 国民性， ④ 市民の情緒性や影響の受けやすさ，
⑤ 財政負担の重さといった問題点が指摘されているが， ①はそもそも現状の職業
裁判官が正しい事実認定をしているかどうかをまず検証しなければならない一方，
模擬陪審などで市民の事実認定能力を実証すべきである， ②については日本でも戦
後の沖縄の成功例があり，それは制度の是非というよりも運用の問題である，そし
て③ と④には市民に対する偏見が入っている， と反論している。他方，参審制につ
いては，陪審制の⑤の問題に対処するためにそもそも採用され，また①や④の問
題を補う意味で参審制の導入を推奨している論者もいるという認識を示した上で，
上記の再反論のほか，評議が職業裁判官によって主導される危険性を指摘してい
る。日本弁護士連合会「刑事司法改革の実現に向けてのアクション・プログラム」
参照。
122) 日本弁護士連合会司法改革推進センタ ー ・東京三弁護士会陪審制度調査会 (1998)
参照。
123) 佐藤 (1997a), 四宮 0997)参照。
124) 桐山 (1998)参照。
125) 日本弁護士連合会司法改革推進センター・東京三弁護士会陪審制度委員会 (1998)
第2部参照。
126) 日弁連創立五0周年記念行事実行委員会 (1999: 222)参照。なお，東京三弁護
士会陪審制度委員会は，すでに1996年に「参審制度要綱試案」を作成している。佐
藤 (1997b)参照。
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制度及び参審制度は，極めて安定的に運用されているものといえよう」]27) と
する。しかし，個別に見れば，陪審制には，誤った無罪評決が時折感情的に下
される，事実認定の問題に起因した控訴が認められない（量刑不当と訴訟手続
の法令違反についてのみ可能），有罪認定の理由が述べられない，コストが高
い， といった問題点があると指摘している。 一方で，「参審制度に関しては，
批判的な意見は聞かないという。専ら陪審制度が議論されている印象であ
る」128)。参審制が安定的に運用されている理由としては，参審員の選出母体の
多くを政党関係者が占めていること，集中開廷に備えた態勢がとられているこ
と，当事者主義の徹底，直接主義・ロ頭主義，その他（制度の伝統と実績に対
する国民の信頼，国民性）を挙げている。
日弁連がデンマーク調査から得た印象はこれとは少し異なる。調査団の座談
会では，全体的に見れば，最高裁によって問題が指摘された陪審制の方が，む
しろ評価は高かったと言える。最高裁は誤った無罪判決を問題点の 1つに挙げ
たが，弁護士たちの座談会ではむしろ，陪審の無罪評決は最終的で，有罪評決
は裁判官が覆して再審理を命じるのを可能にする「二重の保障」の存在をもと
に，「その意味では無罪推定原則が世界で一番徹底している国なのではないで
しょうか」（四宮啓） 129) という評価がなされた。一方，当事者主義の下にある
デンマーク参審制についても，裁判官が評議をコントロールしようとする傾向
が指摘されながらも，制度自体をまった＜否定するような見解はそれほど見当
たらない。このことから，最高裁がデンマークでは参審制よりも陪審制の方が
問題を抱えていると捉えたのに対して，日弁連と東京の 3つの弁護士会の調査
団は，日本において司法参加の導入を考えるとき，陪審制だけでなく参審制も
視野に入りうると認識した， と言えるのではないだろうか]30)0 
127) 最高裁判所事務総局刑事局 (2003: 156)。
128) 最高裁判所事務総局刑事局 (2003: 157)。
129) 日本弁護士連合会司法改革推進センター・東京三弁護士会陪審制度委員会
(1998 : 148)。
130) その点で，座談会での岡本政明の，「私も何力国かまわりましたが，今回ほどわ
れわれの議論に直結するかたちで問題提起された視察はなかったと思います。言／
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もちろん，このデンマーク調査団の報告それ自体を日弁連の見解と同一視す
るのは早計である。しかし，この調査団には，後に司法制度改革推進本部裁判
員制度・刑事検討会委員を務める四宮啓をはじめとして， 日弁連司法改革実現
本部事務局次長として裁判員制度に携わる西村健，主要な参審制論者である佐
藤博史，そして2002年に日弁連会長に就任した本林徹らが含まれていた。前述
のとおり，調査後の翌1998年には， 日弁連の刑事陪審制の提案の中に参審制の
要素が取り入れられるまでになっており，その意味でデンマーク調査は日弁連
の態度形成にも影響を及ぼしたと考えられるだろう 。デンマーク調査の影響
は，改革審設置後の2000年 3月に決議された「陪審制度の実現に向けての提
言」にも見られる。日弁連は，この中で， 一定の重罪事件の否認事件につい
て選択的刑事陪審制を「まず導入すべき」とし，国が一方当事者となる場合
などの一定の民事事件について選択的民事陪審制を， 一定の行政事件につい
て陪審制もしくは参審制を，刑事軽罪事件について選択的刑事陪審制もしくは
参審制を，そして少年審判事件について参審制を「続いて導入すべき」と提言
した131)。
座談会で佐藤博史や西村健が指摘したように，日弁連内には陪審制支持者が
多いと見られ，また日弁連が陪審制の推進を弱めればその実現が困難になると
の懸念もあり 132)• 提言の中心は依然として陪審制である。前述したように，
裁判官が評議をコントロールしようとする一般的な傾向はあり，「それをどう
評価するかはちょっと置いといて， 一緒に議論すれば裁判官が議論をリードす
＼葉を変えますと，われわれが議論しておりましたタブーというのはちょっと大げさ
ですが，そのようなものがとけてきて，はっきりと制度を語れる状況になってきて
いると思います。たとえば，ひとつのタ ブーとしては，参審制は非常に遅れた制度
で，進んでいない制度である，参審制は国民の司法参加があまり実現していない段
階の制度であるというような批判は，そうでないということが立証されたと思いま
す。そういう意味においては大きな収穫だったと思います」という発言は印象的で
ある。日本弁護士連合会司法改革推進センター・東京三弁護士会陪審制度委員会
(1998 : 122)。
131) 日本弁護士連合会「陪審制度の実現に向けての提言」参照。
132) 日本弁護士連合会司法改革推進センター ・東京三弁護士会陪審制度委員会 (1998: 
163-164, 168-169)参照。
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るんだというのが参審制だということを念頭に置く必要があると思います」
（西村健） 133)とも指摘された。その意味で，日弁連は， 一連の調査研究から，
陪審制に関するポジティブな教訓と参審制に関する（留保つきの）ポジティブ
な教訓を受け取ったと言えよう 。
5. 司法制度改革の政治化とアジェンダ・セッティング
司法制度の問題は長く法曹三者を中心に議論されてきた。しかし，そうした
状況も徐々に変わりはじめた。端緒となったのは， 1994年の経済同友会の提言
「現代日本の病理と処方」である。今次改革の出発点として位置づけられるこ
の提言は，宮内義彦オリックス社長を委員長とする「現代日本社会を考える委
員会」で作成された。宮内は，総理府に設置された行政改革委員会規制緩和小
委員会の委員長にも就任し，旭リサーチセンター社長の鈴木良男らとともに，
政府の側からも「司法規制緩和」を検討した134)0 
こうした状況の中で，政界でも司法制度改革を求める動きが胎動してきた。
中でも，主たるアクターだったのは自民党であり，その中心となって活動した
のは保岡典治だった。保岡は裁判官の経験がある法曹出身議員で，後に法務大
臣を二度務めた。自社さ連立政権誕生の際の首班指名選挙で海部俊樹に投票し，
自民党を離党した後，新進党の結成に参加したが，その後すぐに自民党に復党
した。復党後， 1996年 1月に成立した橋本龍太郎内閣が「六大改革」を推進す
る中で，保岡は司法制度改革を政治改革に続く自らの課題に設定し，それを 7
番目の改革として推進した。司法制度改革は，「ニー世紀の日本が国際社会で
信頼を得ながら繁栄して行くための国家の基本インフラ整備であると同時に，
国づくりの基本でもあり，政治改革，行政改革とならぶ重要な統治構造改革で
あると確信し」135)たのである。
133) 日本弁護士連合会司法改革推進センター ・東京三弁護士会陪審制度委員会 (1998: 
145)。
134) 小倉 (2010a: 145-146)参照。
135) 保岡 (2008: 83)。
- 378 - (1150) 
裁判員制度の誕生 (1)
保岡はまず，自らの属する山崎派の会長である山崎拓政調会長（当時）に働
きかけ，山崎は「あなたが責任を持って進めてくれるなら，わたしも引き受け
ましょう」136)と応じた。続いて， 1997年の橋本内閣の施政方針演説に対する
山崎の代表質問で司法制度改革に触れるよう，調整を行った。さらに，保岡自
身，予算委員会の審議において，司法制度改革を取り上げた。そして，こうし
た流れの中で， 1997年 6月，自民党政務調査会の下に司法制度特別調査会が設
置された。会長には山崎，会長代理には保岡が就任し，事務局長には保岡と同
様に法曹出身議員で，同じく後に法務大臣となった杉浦正健が就任した。同年
11月には，山崎の後を保岡が継ぎ，会長に就任した。司法制度特別調査会には，
オブザーバーとして法曹三者も加わった137)0 
司法制度特別調査会は，設置以降， 11月に「司法制度改革の基本的な方針」
を，そして翌1998年 6月に「21世紀の司法の確かな指針」を発表した。調査会
の進め方としては，まず1997年6月から11月まではヒアリングを行いつつ138),
中間的なまとめを行い，上記「基本的な方針」を作成した。その後，「基本的
な方針」に従って，司法の人的インフラ整備を担当する第一分科会（主査・加
藤卓二副会長），制度的インフラ整備を担当する第二分科会（主査・太田誠一
副会長）が設置された。審議は，法曹三者のみならず司法書士会，弁理士会，
経団連など，様々な団体にヒアリングを実施しながら進められた139)0 
こうして策定された最終意見書である「確かな指針」は，弁護士からの批判
も見られるが，結果としては比較的穏当な形にまとまった。たとえば， 1990年
代半ばごろに存在した司法に対する不満の 1つに，部分的には1970年の裁判所
136) 保岡 (2008: 83)。
137) 最高裁からは小池裕総務局第一課長（後に事務総局審議官），法務省からは山崎
潮司法法制調在部長 （後に司法制度改革推進本部事務局長），日弁連からは事務総
長や事務次長らが参加していたようである。宮本 (1998: 41-42)参照。
138) 水野邦夫によると，ここで講師として招かれたのは， 宮内義彦（経済同友会副代
表幹事，オリックス社長），佐々 木毅 （東京大学教授），飯室勝彦（東京新聞論説委
員），サム・ジェームソン （アジアン・ビジネス記者），佐藤幸治（京都大学教授）
の5名だった。水野 (1999: 15)参照。
139) 水野 (1999: 16)参照。
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法改正案に対する附帯決議に起因する 140), 法曹三者中心の改革論議がある 141)0 
実際，司法制度特別調査会が発足当初に掲げられた見直すべき点として，法曹
三者協議の枠組みや附帯決議が挙げられていたようである 142)。「基本的な方
針」にも検討課題として挙げられたが， しかし最終的には「国民の意見を十分
に反映すべ<'われわれが国会において論議を尽くし責任を果たす必要があ
る」143)という程度の記述にとどまった。
その他，「基本的な方針」と「確かな指針」の間には，いくつかの相違があ
る。その 1つが，弁護士自治の問題である。弁護士自治の見直しは「基本的な
方針」では検討課題として挙げられていた。弁護士会側は，弁護士自治と法律
事務独占の見直しこそが自民党の目指すものだと考えており，「基本的な方針」
が採択されるに当たって，事務総長名義でコメントを発表し，将来の方針を留
保する意向を明らかにした144)。加えて，日弁連は，「確かな指針」策定まで調
査会メンバーに働きかけを行った。それは， 日弁連の立場からして積極的に推
進すべきテーマと検討課題にするべきでないテーマがあるが，「とりわけ日弁
連としては弁護士自治の見直しを検討課題として掲げることには絶対反対であ
る」145) とするものだった。最終的に，「確かな指針」では弁護士自治は検討課
題とはされなかった。
別の相違は，司法参加をめぐるものである。「基本的な方針」では，司法参
加の問題は検討課題として挙げられていない。しかし，「確かな指針」では，
「国民に分かりやすい司法」と題された節の中で，「司法への国民参加の在り
140) そこでは，「今後司法制度の改正にあたっては，法曹三者 （裁判所，法務省，
弁護士会）の意見を一致させて実施するように努めなければならない」とされた。
当時の状況については，小倉 (2010a: 135-137)参照。
141) たとえば， 1996年から1997年にかけて法務大臣を務めた松浦功は，在任当時，
「法曹三者なんて言い方はおかしい。法曹二者で進めていけばいい」，「三者の意見
がまとまってから法案を出すべきだ， というのは間違っている」といった発言を行
い，批判を招いた。朝日新聞 1997年 9月6日朝刊参照。
142) 宮本 (1998: 41)参照。また，週刊法律新聞1282号 (1997年 6月27日）も参照。
143) 自民党司法制度特別調査会「21世紀の司法の確かな指針」参照。
144) 水野 (1999: 16)参照。
145) 水野 (1999: 16)。
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方（陪審・参審等）についても，わが国の司法の基本に関わる問題であるとい
う視点から，広く国民の意見を踏まえて議論される必要があろう」との記述が
設けられた。弁護士の斎藤浩は，これは日弁連がヒアリングで司法参加を取り
上げることを強く主張したからだと論じている 146)。陪参審制の実現は，法曹
一元とともに日弁連の最重点課題とされた147)。宮本康昭によれば，「確かな指
針」の当初案には司法参加は含まれていなかったが，日弁連の主張により「陪
審・参審」という形で組み込まれたのである 148)0 
そのように考えた場合，なぜ自民党司法制度特別調査会は日弁連の要求を受
け入れたのか。それは，まずは改革の土台を作るために，関係アクターとの対立
を避けようとしたからだったと捉えることができる。日弁連の執行部を含む弁護
士を調査会のすべての審議に同席させるという「自民党の歴史にもかつてないこ
とで……日弁連の歴史にもそういうことはかつてあったかどうかと思われるよう
な画期的なこと」149)をしたのも，そのためだった。弁護士自治の見直しを「確
かな指針」に含めなかったのも，「党の中では， もちろん弁護士の自治について
見直すべきだという意見もあ」ったが，「政治的に自由民主党が弁護士自治にど
ういう方向をとるべきだということは，ここで提言する必要もないし，すること
は適当でないということで，まず土俵をつくることが大事だと」150)考えたから
であった。結果として，「弁護士会の意見はほぼこの中に入れる形をと」151)った。
こうして出来上がった司法制度特別調査会の「確かな指針」は，発表の 2日
後の 6月18日に橋本首相と古川貞二郎官房副長官に手渡され，それから一週間
後，「総理としてこの提言を重く受け止めるという返事」152)を受け取った。
146) 斎藤 (1999: 24)参照。
147) 杉井 (1999: 63-64)参照。
148) 宮本 (2005: 72-73)参照。また，週刊法律新聞掲載の資料も，日弁連がヒアリ
ングの中で司法参加の促進を訴えたことを示している。週刊法律新聞1326号 (1998
年6月26日）参照。
149) 第145回国会衆議院法務委員会会議録第6号 (1999年3月31日）参照。
150) 日本弁護士連合会 (1999: 382)。
151) 日本弁護士連合会 (1999: 367)。
152) 保岡 (2008: 92)。
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「確かな指針」の提言の 1つである「司法制度審議会」の設置は，この後，参
議院議員通常選挙での敗北や橋本内閣の退陣などにより，迅速には進まなかっ
たが，「司法制度改革審議会」という形で， 1999年 6月2日，設置法が可決さ
れた。なお，設置法案では具体的な審議項目が示されておらず，国会では批判
されたが，最終的には法案の修正および附帯決議を通じて，司法参加を含むい
くつかの項目が明示された。
自民党が提言を作成し，政府内で検討がなされはじめた「この時を境に，司
法改革は一つの提言から，政治課題となった」]53)。言い換えれば，権威的アク
ターである自民党によって政治的取り組みの必要性が認知されて，司法参加を
含む司法制度改革が制度的アジェンダとなったのである。もっとも，日弁連の
唱道にも関わらず，司法参加の重要性そのものが政治の場で積極的に認められ
てアジェンダになったとは考えがたい。今次改革の主な原動力の 1つは，たと
えば経団連の提言を見てもわかるように154), 規制緩和や国際化が進む中での
インフラとしての司法の強化であり，法曹の量と質の拡充などを中心とする要
望であった。自民党の「確かな指針」も，国際化や規制緩和への対応という側
面を強調している。司法参加イシューにとっては，むしろそれらをめぐって胎
動した流れが司法参加にも波及的影響をもたらした， ということになる。
もちろん，改革審設置法や附帯決議の文言はやや曖昧で，審議テーマは正式
には改革審の委員により決められると説明されており，陪参審制が改革審でも
取り上げられるという確かな保証はこの時点では（論理的には）なかったとも
言える。しかし，実質的にはすでに司法参加が議題となることは確実視されて
いたと捉えることもできる。当時の状況を考えてみよう。政権党である自民党
の調査会が司法制度改革の検討に着手し， 1998年 6月発表の「確かな指針」で
司法参加の議論の必要性に対する言及がなされた。 1998年の末ごろには，当時
の中村正三郎法務大臣のイニシアティブの下J55), 法務省内で検討項目が作成
153) 藤川 (1999: 73)。
154) 経済団体連合会「司法制度改革についての意見」参照。
155) 中村は法務大臣就任時，保岡や与謝野馨から働きかけを受けており，自身も改／
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され，中でも陪参審制については首相官邸とともに改革審の制度設計を担当し
ていた内閣の内政審議室にテーマとして取り上げるよう提案した156)。さらに，
法案審議の中では，小渕恵三首相も「陪審・参審制度の導入につきましては
……我が国の司法の基本にかかわる問題でありますので，種々の観点から慎重
に議論される必要があるものと考えておりますが，国民の司法制度への関与の
一つのあり方として，審議会におきましても検討事項として取り上げられるも
のと考えております」157)と述べた。そして，設置法や附帯決議では改革審で
取り上げるべきテーマの 1つとして司法参加が明示された。改革審事務局参事
官を務めた小島吉晴は，「一般論として言えば」としつつも，「審議会は国会で
の設置法の審議も踏まえて審議項目を決められていくものと言えるでしょ
う」158)との見通しを示していた。従って，改革審が設置されるころにはすで
に政治・行政レベルにおいて司法参加を議題にするという理解ができていたと
考えることができる。
自民党と日弁連はともに，司法の現状に不満を覚える改革志向のアクターで
あった。とはいえ，それらの間には見解の相違があり，敵対的に捉える者もい
＼革に積極的だった。中村・反町 (2000)参照。この点に関し，法務大臣辞任時の記
事において，読売新聞は「法相は陪審制度や司法取引制度の導入などの改革を提案
したが，いずれも司法制度の根幹にかかわる問題なのに，事前に裁判所に何の相談
もなかった。法務省幹部らも法相に振り回されていたようで，辞任でほっとしてい
るのではないか」とする裁判所関係者のコメントを掲載している。読売新聞 1999
年3月8日夕刊参照。
156) 当時の法務大臣官房司法法制調査部長だった房村精ーは，これはあくまで法務省
の内部資料であって「特に内閣に御報告したとかそういう関係にはございません」
と釈明している。第145回国会衆議院法務委員会会議録第8号 (1999年4月21日）
参照。しかし， 房村自身の証言によると，司法法制調査部は自民党司法制度特別調
査会での審議のころから深く関与しており，改革審設置の下作業も実質的には調査
部が受け持っていたようである。濱崎ほか (2009: 21-22)参照。朝日新聞はこの
件について，「審議会で取り 上げる議題は内閣が最終決定するが，陪審・参審制の
検討は自民党や日本弁護士連合会も強く要望しており， 半世紀以上にわたる陪審法
の停止期間を経て初めて，政府内で公式に議論される見通しとなった」と報じた。
朝日新聞 1999年1月3日朝刊参照。
157) 第145回国会衆議院法務委員会会議録第8号 (1999年4月21日）参照。
158) 小島 (1999: 9-10)。
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た。日弁連は，「司法の民主化」を実現するための方策として，司法参加の導
入を訴えていた。 一方，自民党の提言は，国際化や規制緩和への対応という面
を強調し，法曹の質と量の拡充などを掲げるものだった。このように立場は異
なるものの，自民党は調査会へのアクセスを日弁連に認め，日弁連は自らの主
張を推進する機会を得た。自民党は，自らの望む改革を成し遂げるためにも，
まずは改革の土台作りを目指すことを選択した。司法参加のアジェンダ・セッ
ティングには，こうした背景があったと考えられる。
言い換えれば，司法参加のアジェンダ・セッティングは，まず社会集団がイ
シューに注目し，その集団が権威的アクターに働きかけることによって，実現
された。そしてそれは，イシューの戦略的描写やフレーミングというよりも，
むしろ利益交換的なやり方を通じてなされた。このように考えると，問題定義
はこの時点ではまだオープンな状態だったと解される。以後の過程では，この
点が争われながら，制度設計が進められることになる。
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